
光地区消防組合公告第６号        

条件付き一般競争入札を行うため、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項の規定により、次のとおり公示する。    

令和６年７月３１日 

 

 

光地区消防組合         

管理者 市 川   熙     

 

１ 工事概要 

工 事 名 光地区消防組合中央消防署北出張所建設工事（建築工事） 

工事場所 周南市大字呼坂 10009番２、78及び 79 

工事内容 

建築工事 一式 

 鉄筋コンクリート造 平屋（＋ＰＨ階） 

 延床面積 545.07㎡（庁舎 538.05㎡、駐輪場 7.02㎡） 

既設出張所解体 一式 

外構工事 一式 

工  期 建築工事：契約締結の日の翌日から令和７年１２月２６日まで 

 

２ 入札参加のための必要な資格要件 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）次のうちいずれかの名簿に登録されており、資格が有効であること。     

ア 光市建設工事等競争入札参加資格者名簿 

イ 田布施町建設工事等競争入札参加資格者名簿 

ウ 周南市競争入札等参加資格者名簿（建設工事） 

（３）この公告の日から入札の日までの間のいずれの日においても光市、田布施町、

周南市（以下「構成市町」という。）において指名停止期間中でないこと。 

（４）建設業法（昭和２４年法律第１００号）による営業停止期間でないこと。 

（５）相互に資本関係又は人的関係のある者が同一案件に参加していないこと。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続の適用を受け

ている者にあっては、同法に基づく裁判所からの更生計画認可の決定がされ、構

成市町の再審査を受けていること。 

（７）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続の適用を受け

ている者にあっては、同法に基づく裁判所からの再生計画認可の決定がされ、構

成市町の再審査を受けていること。 

 

３ 許可・実績等 

入札参加形態 特定建設工事共同企業体 



工 事 の 種 類 建築一式工事 

結 成 要 素 

(１) 特定建設工事共同企業体は、自主結成方式とする。 

(２) 特定建設工事共同企業体の構成員は、２とする。 

(３) 特定建設工事共同企業体の構成員の出資比率は、３０

パーセント以上とする。なお、代表者の出資比率は、構成

員中最大とする。    

(４) 特定建設工事共同企業体の構成員は当該工事につい

て、他の共同企業体の構成員となることはできない。 

(５) 同一市内同士の共同企業体の結成はできない。 

代 

   

表 

 

構 

 

成 

 

員 

 

の 

 

要 

 

素 

業者の 

区 分 

建設業の種類 建築工事業 

建設業の許可 特定建設業 

等    級 経営事項審査の総合評定値 ８５０以上 

所 在 光市又は周南市内に本社を有している業者 

施 工 

実 績 

元請負人(共同企業体の場合は、出資比率が 20 パーセント

以上の者に限る。）として、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は

鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の建築工事(請負代金が５

００万以上であるもの）を施工した実績を有していること。 

なお、建築物とは、建築基準法(昭和２５年法律第２０１号）

第２条第１号に規定するものをいい、建築工事とは、同条第

１３号に規定する建築物の新築、増築、改築工事又は改修工

事をいい、修繕、模様替、移転等の工事は含まない。 

配 置 

予 定 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者資格者証の交付を受けてお

り、かつ、建設業法第２６条第５項に規定する国土交通大臣

の登録を受けた講習を受講している監理技術者を専任配置で

きること。 

※配置予定技術者は、この公告の日の３か月以上前から入

札参加希望者と直接かつ恒常的な雇用関係があること。 

配置予 

定現場 

代理人 

他の工事の現場代理人又は主任技術者でなく、常駐できる

者。 

 

 

構 

 

業者の

区 分 

建設業の種類 建築工事業 

建設業の許可 一般建設業又は特定建設業 

等    級 経営事項審査の総合評定値 ７３０以上 

所 在 光市又は周南市内に本社を有している業者 



成 

 

員 

 

の 

 

要 

 

素 

施 工 

実 績 

元請負人(共同企業体の場合は、出資比率が 20 パーセント

以上の者に限る。）として、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は

鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物の建築工事を施工した実績

を有していること。 

なお、建築物とは建築基準法第２条第１号に規定するもの

をいい、建築工事とは同条第１３号に規定する建築物の新築、

増築、改築工事又は改修工事をいい、修繕、模様替、移転等の

工事は含まない。 

配 置 

予 定 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者の資格を有する者を配置でき

ること。 

※配置予定技術者は、この公告の日の３か月以上前から入

札参加希望者と直接かつ恒常的な雇用関係があること。 

 

４ 入札日程等         

入札参加資格確認 

申請書等の入手期間 

及 び 入 手 方 法 

令和６年８月２３日（金） 

まで 

光地区消防組合のホームページか

らダウンロードすること。 

入札参加資格確認 

申請書等提出書類 

ア 様式第２号 

イ 様式第３号及び様式第４号 

ウ 特定建設工事共同企業体協定書 

エ 特定建設工事共同企業体結成届 

オ 直近の総合評定値が分かる書類 

カ 使用印鑑届 

キ 委任状 

入札参加資格確認 

申 請 書 等 の 提 出 

期 限 ・ 場 所 

令和６年８月２３日（金）

まで 

平日の午前 8時 30分から午後 5時

までに光地区消防組合消防本部総

務課（以下「総務課」という。）に

持参すること。 

入札参加資格確認通知 令和６年８月２７日（火） 確認通知は、ファクシミリで行う。 

設計図書の閲覧方法 令和６年９月３日（火）まで 
平日の午前 8時 30分から午後 5時

までに総務課で閲覧すること。 

設計図書の入手方法 令和６年９月３日（火）まで 
光地区消防組合のホームページか

らダウンロードすること。 

設 計 図 書 に 係 る 

質 問 期 限  

令和６年８月３０日（金） 

正午まで 
総務課にファクシミリで提出する

こと。FAX 0833-74-5611 

設 計 図 書 に 係 る 

質 問 回 答 
光地区消防組合のホームページに掲載 

入 札 比 較 価 格 事後公表 

入 札 方 法 持参によること。 

工 事 費 内 訳 書 
入札書と同時提出のこと。 

※入札時において、入札書とは別に入札執行者に直接提出する。 



入 札 日 時 令和６年９月４日（水）午前１０時３０分 

入 札 場 所 光地区消防組合消防本部 多目的ホール 

積算内容確認依頼期間 
令和６年９月４日（水）午後１時から 

令和６年９月５日（木）午後５時まで 

落 札 決 定 日 

令和６年９月６日（金） 

※落札決定日は予定日であり、積算内容確認依頼書の提出、低入札

価格調査等があったときは後日となります。 

   

５ 契約条項 

  光地区消防組合財務規則（昭和５１年光地区消防組合規則第２号）及び光市工事

請負規則（令和３年光市規則第２０号）の例による。 

 

６ 入札の無効 

光地区消防組合財務規則、光地区消防組合建設工事等一般競争入札実施要綱（令 

和６年光地区消防組合告示第７号）及び光地区消防組合建設工事等入札心得の例に

よる場合 

 

７ 入札保証金等 

入 札 保 証 金 免除 

契 約 保 証 金 納 付 契約金額の１０％以上 

支 払 条 件 

前 金 払 あり 

部 分 払 あり（１回） 

完 成 払 あり 

 

８ 調査基準価格の設定 

調 査 基 準 価 格 の 設 定 あり  

数値的判断基準の設定 光市低入札価格調査判断基準の例による。 

 

９ その他 

  １から８までに定めのない事項については、光地区消防組合財務規則、光地区消

防組合建設工事等一般競争入札実施要綱及び光地区消防組合建設工事等入札心得の

例による。 

 


